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昨年 4 月からドイツに行っていたのですが，2018 年のドイツは最低生活保障制度の改革が政治
的な焦点になり新しい支援策の具体化をめぐって大きな議論になった年でした。ドイツの最低生 
活保障制度，具体的には「求職者基礎保障」といって就労可能な人に最低生活の保障をするととも





















































が進んできました。まず，最低生活基準額を引き上げてきました。2005 年時点で月 331 ユーロ（東






































的貧困率は 15.7％ですから，経済的に困っている状況の人は 16％近く，2 千万人近い人たちがいる
というのが日本の現状です。では，その中でちゃんとした給付を受けて貧困対策の中に入れている
人はどれだけいるかというと，表１の（C），生活保護の受給者の数は 209.7 万人，率で言うと人口






































































220,050 円 205,270 円 196,010 円 24,040 円 － 10.9％
母子世帯
（40 代母，小中学生）
212,720 円 199,840 円 190,490 円 22,230 円 － 10.5％

































































































出所）  厚生労働省「新たな生活困窮者支援制度の創設」（2013 年）より
53
がりが，経済給付を求める運動につながっていない，というのが日本の状況です。
























大原社研は今年 100 年を迎えましたが，大原社研はこの 100 年の間にこういった経緯は何度も見
てきたのではないかと思います。運動が盛り上がり，それが制度化される。制度化されると，それ
をめぐって意見の違いが生じて，運動が分裂する。これまでもそういった繰り返しだったのではな
いかと思います。大原社研 100 年のこれまでの活動や所蔵資料を通して，そういった歴史を振り返
り，それを克服する道を提案することができるのではないかというのが大原社研への期待です。
労働運動というと，労働組合運動をイメージしますが，貧困問題の視点から見ると，たとえば
「年越し派遣村」の前後では労福協（労働者福祉協議会）が大きな役割を果たしました。そういった
点で，労働者自主福祉運動や労働者協同労働運動など，労働運動全体を見ながら，運動と研究との
切り結びを考えていくことも必要なのではないかと思います。
以上，貧困問題の視点からということで私の報告を終わらせていただきます。ありがとうござい
ました。（拍手）
